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要旨：本研究は，梁幅が柱幅よりも大きい部材で構成される骨組の外柱梁接合部において梁

主筋を機械式定着とした場合に，柱幅外の領域での梁主筋の定着性能を実験的に検討するこ

とを目的としたものである。実験では外部柱梁接合部 5体について，主筋の定着方法，定着

部補強の有無，直交梁幅および梁幅の影響を検討した。その結果，直交梁コア外に配筋され

た上端主筋は直交梁コア内に配筋された下端主筋に比して応力伝達能力が低いことを明ら

かにした。 
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1. はじめに 

 近年，施工の合理化を目的として梁主筋端部

の定着形式を機械式定着とした工法の研究開発

が数多く行われてきており，当該工法を用いた

梁は在来型の折曲げ定着とした場合と比較して

同等以上の耐力と変形性能を有することが報告

されている 1)。また，近年の高層建築物における

基礎構造の設計では，工期短縮および残土処分

低減等を意図して，建物根入れ深さを低く抑え

るために基礎梁せいを小さくし，その反面，所

定の曲げ耐力を確保するために梁幅を柱幅より

も広くする事例が増えてきている。しかしなが

ら，上記のような，梁幅が柱幅を上回る，いわ

ゆる幅広梁を有する柱梁接合部を対象とした研

究はほとんど無く，その構造性能は明らかにさ

れていない。 

そこで本研究では，梁主筋を機械式定着とし

た外柱－幅広梁接合部をモデルとした静的載荷

実験を実施し，直交梁による定着部の拘束効果，

柱幅外における補強筋使用による定着性能の改

善効果，直交梁幅，梁幅および梁主筋定着性能

に及ぼす影響等を検討した。 

 

2. 実験概要 

2.1 試験体 

実験に用いた試験体は，図－1に示すような外

 
図-1 試験体 P3,U1 配筋状況 

表-1 実験変数 

 柱 梁 直交梁 定着部 
補強筋

P1 

B×D=400×400 
主筋 8-D22 
横補強筋

2-D10@100 

無 

P2 

B×D=250×400 
主筋 4-D22 
横補強筋

2-D10@100 

有 

P3 有 
U1 

B×D=800×400
主筋 14-D22 
横補強筋 
4-D10@80 

無 

P4 

B×D 
=400×400 
主筋 12-D25 
横補強筋 

4-D10@100 
B×D= 

1000×400 
主筋 18-D22 
横補強筋 
4-D10@60 

B×D=400×400 
主筋 8-D25 
横補強筋

2-D10@100 有 
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柱梁接合部であり，梁主筋の定着方法を在来型

の U 字定着とした試験体 U1 と機械式定着とし

た試験体 P1～P4 の計 5 体である。試験体 P3 お

よび U1 の配筋状況を一例として図－1 に示す。 

実験変数には表－1 に示すように，定着形式

（試験体 U1 と P3），定着部補強筋の有無（試験

体 P1 と P3），直交梁幅（試験体 P2 と P3），およ

び梁幅（試験体 P3 と P4）を選択した。梁断面（B

×D）は試験体 P4 を除く全試験体において 800

×400mm とし，P4 試験体では梁幅を 1,000mm

とした。直交梁断面は試験体 P2 を除き 400×

400mm とし，試験体 P2 では 250×400mm とし

た。定着板内面から柱フェイスまでの距離で定

義される定着長 ld はプレートナット工法設計施

工指針 4）を参考にして決定し，300mm（0.75DC，

DC：梁せい）で，全ての試験体で共通とした。U

字型定着はU曲げ背面までの距離を 300mmとし

ている。なお，柱は各試験体共通で 400mm 角と

した。表－2に各試験体の部材耐力計算値を示す。

なお，各部材耐力は日本建築学会の RC 基準 2)

および靭性保証型耐震設計指針 3)により求めた。 

2.2 使用材料 

 表－3 に本実験で使用したコンクリートおよ

び鉄筋の材料特性をそれぞれ示す。コンクリー

ト設計基準強度 FCは 24N/mm2 とし，柱主筋，梁

主筋および直交梁主筋の材質は SD490，横補強

筋および定着部補強筋の材質は SD 785級である。

梁主筋の機械式定着には図－2 に示すようなナ

ットと円形板が一体となった部品を使用した。

また，定着ナットは主筋との間隙に硬化剤を注

入することにより主筋に固定される。 

2.3 載荷方法 

 実験は図－3 に示す載荷装置を用いて行った。 

すべての試験体に対して，470kN（軸力比（N/bD

σB）：0.1）の一定軸力下での静的漸増繰返し水

平力載荷を行った。水平力載荷は変形制御とし，

柱上下端に取付けたピン支承間の相対水平変位

δと上下ピン支承間距離 h（=1,300mm）で与え

られる相対部材角 R（=δ/h）で，0.005，0.01，

0.015，0.02，0.03 および 0.04rad.を正負 2 サイク

ルずつ繰り返した後，0.05rad.まで載荷を行うも

のとした。 

 

3. 実験結果 

3.1 破壊性状 

 各試験体の R=0.015rad.における梁主筋定着板

付近（直交梁上面）の直交梁上面のかぶりコン

クリートの破壊状況を写真－1に，最終破壊状況

を写真－2に，全試験体で共通のひび割れパター

ンを図－4にそれぞれ示す。  

試験体 P3 では R=0.005～0.01rad.において梁に

曲げひび割れ（図－4中の①）の発生が確認され

た。西側面では直交梁付け根からのせん断ひび

割れ(同③)が発生した。また，梁主筋の付着割

表－3 材料特性 

 部材 鋼種 サイズ 降伏強度
(N/mm2)

最大強度
(N/mm2)

主筋 SD490 D25 539 701 
柱 

せん断補強筋 SD 785 級 D10 893 1087 
主筋 SD490 D22 523 677 

梁 
せん断補強筋 SD 785 級 D10 893 1087 

主筋 SD490 D22 523 677 
直交梁 

せん断補強筋 SD 785 級 D10 893 1087 
 設計基準強度(N/mm2) 実験時圧縮強度(N/mm2) 

コンクリート 24 29.3 

表－2 計算耐力（柱せん断力換算値）(kN) 

載荷 試験体 梁曲げ耐力 柱曲げ耐力 
接合部 

せん断耐力

P1～3,U1 423.6 
正 

P4 544.6 
P1～3,U1 400.9 

負 
P4 515.5 

434.0 621.6 

図－3 載荷装置 

 
図－2 梁主筋定着部 
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裂ひび割れ（同②）も確認された。最大耐力を

発揮した R=0.015rad.以降においては，柱幅外の

領域の梁上端主筋定着部でのひび割れが顕著と

なり，R=0.04rad.では，直交梁上面のかぶりコン

クリートが破壊（写真－2中の○印）した。なお，

梁下端においては，このような破壊は認められ

なかった。 

 柱幅外の領域で梁主筋を拘束する定着部補強

筋のない試験体 P1 では，R=0.005～0.01rad.で試

験体 P3 と同様な傾向を示した。また，前述した

柱幅外の梁上端主筋の定着部でのひび割れの発

生状況は，主筋拘束に寄与する定着部補強筋が

ないため，載荷サイクルの増加に伴い試験体 P3

の場合に比べて，より顕著であった。なお，試

験体 P3 と同様に梁下端においては，このような

破壊は認められなかった。 

 直交梁幅の小さい試験体 P2 においても，試験

体 P3と同様に載荷サイクルの初期段階では①～

③のひび割れの発生が確認された。また，直交

梁上面のかぶりコンクリートの破壊も同様に発

生し，試験体 P3 と比較して梁付け根でのひび割

れ（写真－2中の□印）の進展による破壊がより

顕著となる傾向が認められた。 

 在来型定着の試験体 U1 では，R=0.001rad.で梁

の曲げひび割れおよび梁付け根ひび割れの発生

が確認された。その後の載荷サイクルでは他の

試験体に発生したような直交梁上面のかぶりコ

ンクリートの破壊は認められなかった。

R=0.03rad.で梁および西側面（図－4 中の③）で

せん断ひび割れの発生が確認された。なお，同

サイクルで試験体とピン支承とを繋ぐための鉄

板と梁主筋端部の溶接が破断したことにより実

験を終了した。 

梁幅の大きい試験体 P4 では，試験体 P3 と同

様の破壊性状を示した。梁幅の大きさによる破

壊性状の違いは顕著には認められなかった。 

3.2 荷重－変形特性 

 実験結果一覧を表－4に，各試験体の荷重－変

形曲線を図－5に示す。なお，図中の●および■

印にはそれぞれ上端主筋および下端主筋が最初

に降伏した時点を表しており，一点鎖線は梁の

曲げ耐力の計算値（柱せん断力換算値）を示す。 

試験体 P3 では，正載荷側 R=0.01rad.の載荷サ

     

写真－1 直交梁上面のかぶりコンクリートの破壊状況(R=0.015rad.) 

     

写真－2 直交梁上面のかぶりコンクリートの最終破壊状況 

 
図－4 ひび割れパターン（全試験体共通） 

表－4 実験結果一覧 

部材降伏時 最大耐力時 
試験体 

Ry(rad.) Py(kN) Ry(rad.) Py(kN)
正 0.012 336.0 0.010 343.0 P1 
負 -0.012 -309.5 -0.040 -392.0 
正 0.010 324.0 0.014 351.0 P2 
負 -0.015 -330.5 -0.030 -369.5 
正 0.012 345.0 0.015 382.0 P3 
負 -0.015 -337.5 -0.030 -397.5 
正 0.004 388.0 0.025 411.5 U1 
負 -0.012 -315.5 -0.030 -391.5 
正 0.013 382.5 0.015 406.5 P4 
負 -0.013 -346.0 -0.030 -414.0 

P1 P2 P3 U1 P4 

P1 P2 P3 U1 P4 
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イクルまでは主筋は降伏しておらず，R=0.015rad 

で最大耐力 382.0kN（計算耐力の約 90%）に達し

た後，耐力低下がみられた。負載荷では， R=-0.03 

rad.で 397.5kN を記録したが，その後，正載荷側

のような耐力低下は認められず，主筋の定着位

置に起因すると考える。 

試験体 P1 では，正載荷側 R=0.01rad.で最大耐

力 343.0kN（計算耐力の約 80%）を記録し，R= 

0.015rad.の 2 サイクル目で大幅な耐力の低下が

生じた。その後のサイクルでは耐力低下が鈍化

した。なお，負載荷側では試験体 P3 と同様の挙

動を示した。 

試験体 P2 では，正載荷側 R=0.015rad.で，最大 

耐力 351kN を記録した。この値は直交梁幅が

400mm の試験体 P3 の約 92%であった。耐力低

下の割合も試験体 P1と同様な傾向が認められた。

負載荷側では，R=-0.003rad.で最大耐力 369.5kN

を記録した。その後のサイクルでは，試験体 P3

と比して耐力低下の割合が高くなる傾向が認め

られた。結果的には，R=-0.04rad.ピーク時には

334.5kN まで耐力が低下している。 

 試験体 U1 では，正載荷側 R=0.025rad.で最大

耐力 411.5kN を記録した。なお，前述したよう

に，梁主筋中央端の溶接部の破断後に耐力低下

を生じたことから，最大耐力は若干増加する可

能性があると言える。また，負載荷側では，最

大耐力 R=-0.030rad.で 391.5kN を記録し，同じ部

材断面を持つ試験体 P3と同様な結果が得られた。 

 試験体 P4 では，正載荷側 R=0.015rad.で最大耐

力 406.5kN（計算耐力の約 80%）を記録した。そ

の後は，直交梁かぶりコンクリートの剥離破壊

が卓越したため，耐力も低下した。 

 以上を総じて，機械式定着を用いた試験体で

は R=0.01rad.まではほぼ同様の挙動を示したが，

最大耐力後は P1 ，P2，P3，P4，の順で脆性的

な履歴性状を示した。 

3.3 梁主筋の応力推移状況 

 図－6 に梁主筋に貼付した歪ゲージの測定値

から求めた梁上端主筋の応力分布状況を示す。

なお，応力値は正載荷ピーク時におけるもので

あり，直交梁上面のかぶりコンクリート破壊の

影響が少ないと考えられる R=0.015rad.までを検

討対象とした。歪測定位置は梁危険断面位置か

ら定着部までの区間であり，定着板より 65，180

および 300mm の位置とした。 
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図－5 荷重－変形曲線 
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試験体 P3 は，柱内に定着される主筋は梁危険

断面位置で R=0.012rad.時に降伏点（σ y=523 

N/mm2）に達した。また，降伏点時の柱せん断力

は 345.0kNであり，最大耐力の約 90%であった。

なお，直交梁内に定着される主筋は R=0.01rad.

までの範囲では柱内に定着される主筋とほぼ同

等の応力負担性能を有する傾向が認められた。 

試験体 P1 は，柱梁接合部内に定着される主筋 

は R=0.01rad.で降伏点に達した。また，直交梁内

に定着される主筋は R=0.015rad.で最大応力（約

360 N/mm2）を記録したが，降伏点の 65%程度で

あり，柱幅内外で明確な応力負担レベルの差異

が認められる。 

 試験体 P2は柱内に定着される主筋は梁危険断

面位置で，試験体 P3 同様に R=0.012rad.で降伏点

に達した。ただし，降伏時の柱せん断力は 324.0 

kN で試験体 P3 よりも若干低い値であったが，

梁主筋の応力分布からは直交梁幅の影響は顕著

には認められなかった。 

 試験体 U1 は，柱内および直交梁内に定着され

る双方の主筋の折れ曲がり位置において，圧縮

応力を受けている。また，他の試験体とは異な

り，直交梁内に定着される主筋であっても，柱

内定着主筋と同程度の応力を負担している。 

試験体 P4 では，R=0.013rad.で柱内のすべての

梁主筋が降伏点に達した。降伏時の柱せん断力

は 382.5kN であり，試験体 P3 に比して高い値を

示した。また，直交梁内に定着される主筋にお

いて柱直近の主筋は試験体 P3のものと同程度の

応力負担を示しているが，外端の主筋ほど応力

負担性能が劣る傾向が認められ，最外端の主筋

は，R=0.015rad.時でも負担応力が 262N/mm2 であ

った。 

3.4 梁主筋の引抜性状 

 機械式定着を用いた試験体P1～P4について梁

主筋の引抜量を測定した。図－7に梁主筋の引抜

性状を示す。引抜の測定方法は図－8（左）に示

すように，予め梁主筋にナットを溶接し，変位

計を用いて測定した。また，測定位置は図－8

（右）のように，試験体 P4 を除く試験体では上

端主筋が 1～4 および下端主筋が 5～7 とし，試

験体 P4では上端主筋が 1～5および下端主筋が 6

～9 とした。なお，上端筋は正載荷ピーク時，下

端筋は負載荷ピーク時を検討対象とした。  

 

  

    
図－6 梁主筋応力分布図 
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 上端主筋では全試験体に共通して R=0.03rad.

以降，著しく主筋が引抜かれていることが認め

られる。特に，定着補強筋の無い試験体 P1 にお

いては，直交梁内に定着される主筋 1 および 2

は，R=0.05 rad.で変位計の許容ストローク

（20mm）を超えている。また，試験体 P3 と P2

では同様な傾向を示し，前述した梁主筋の応力

推移状況と同じく，直交梁幅の影響は顕著には

認められなかった。なお，試験体 P4 では他の試

験体と違い，柱幅外では柱直近の主筋が最も引

抜かれる傾向が認められ，最外端の主筋は試験

体 P3の最外端主筋の 80%程度の引抜量であった。

最外端の主筋は 3.3 節で述べたように応力負担

割合が低いため，柱幅外柱直近の主筋定着部に

破壊が集中して生じたものと考えられる。 

 下端主筋の引抜量は試験体 P1～P3 で，最大耐

力後の載荷サイクルにおいても概ね 5mmの範囲

以内であった。柱幅外の主筋 7 では，柱幅外の

上端筋 1 と異なり，引抜量は僅かであった。下

端筋においては，実験変数の顕著な差異は認め

られなかった。 

 

4. まとめ 

 幅広梁を有する外部柱梁接合部試験体 5 体を

用いて静的加力実験を行った。その結果，以下

の結論を得た。 

 1) 定着位置が直交梁コア外に配筋された上端

主筋はコア内にある下端主筋に比して接合

部の最大耐力以後における耐力低下が急激

である。 

 2) 直交梁コア外に配筋された上端主筋におい

ても直交梁と交差する範囲に定着部補強筋

を施すことによって，直交梁の破壊が軽減し，

接合部の耐力低下が緩慢になる。 

 3) 接合部の構造性能に及ぼす直交梁幅の影響

は顕著には認められない。 

 4) 梁幅をより広くした場合，最外端の梁主筋の

せん断力負担割合は他の主筋と比して極め

て小さくなる。 
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図－7 主筋引抜性状 

   

図－8 梁主筋引抜測定方法および測定位置 
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